
（１）人件費の状況（普通会計決算）

  ※ 人件費には特別職に支給される給料、報酬等も含まれています。

　※ 実質収支とは、歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を控除した額です。

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

一人当たり給与費 （参考）類似団体

Ｂ Ｂ／Ａ １人当たり給与費

  ※ 職員手当には退職手当を含みません。 職員数は平成２２年４月１日現在の人数です。

（３）特記事項

（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

１　総括

区　分

平　成
２２年度

平　成
２２年度 5,984

千円

1,902,574

日高市の給与・定員管理等について

実質収支

57,172

人

歳 出 額

Ａ

住民基本台帳人口

（H23.3.31現在）

1,245,287

15,505,897

給　　料Ａ

千円

職員手当

　（期　間）　平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで

5,959

　（減額率）　市長１０％、副市長７％、教育長５％

区　分

　市長等の給料月額を減額しています

203,391
341

事業費支弁に係る職員給 137,819

453,896

（参考）平成２１

年度の人件費率

人件費率人 件 費

Ｂ Ｂ／Ａ

％人

給　　　　　与　　　　　費

千円 千円

728,406

千円

職員数

％

2,814,654 18.2

千円千円千円 千円

18.1

期末・勤勉手当 計

105

 ※　１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

  　 ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
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２　一般行政職給料表の状況（平成２３年４月１日現在）

（単位：円）

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在）

① 一般行政職

② 技能労務職

うち学校給食員

うち用務員

うち清掃職員

人

国

類似団体

参　　　　　　考

年収ベース（試算値）の比較

類似団体

区 分

区　　　分

人

49.7 歳

53.6 歳

平均年齢 職員数

日高市

人

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

303,300

－

－ －

円329,465 －

円

円

円

平均給料月額

公　　　務　　　員

283,862

円

347,693313,183

361,684 円

－

平均給与月額
国ベース

円

調理士

400,573

337,000 －

円

－

301,300 用務員

341,725

国 円

円

357,300

歳

埼玉県

46

8

歳

4

円

円288,000

332,900 円3 人

歳

円

271,400

円

－

332,500

53.8

366,000

1.31

290,600

41.7 円

－

－－

－ －

1.45209,700 円

1.26円44.6

平均年齢区　　分 平均給与月額（国ベース）平均給与月額

区　分

366,200

４級

円

401,847

42.3

44.4

332,547 円 401,218

歳

参　考

平均給与月額
B

民　　　　　間

対応する民間
の類似職種

歳

平均給与月額
A

－－ －

Ａ/Ｂ平均年齢

円 －

円

397,723円

人 円318,900

日高市

埼玉県

339,800

44

歳

43.7

327,205

449,607

261,900

平均給料月額

354,353

円

円

51.1 歳 16

464,400

円

円

402,493 円

円

378,632

５級

351,800 円

円

289,200

392,600 407,700

362,919

356,700

円

歳

48.9

円

廃棄物処理
業従業員

523 418,408人

－

3,689 321,662

円人

１級 ２級 ３級

295,300 344,000

222,900

６級 ７級

432,400

320,600
１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

135,600 185,800

239,000

52.1

53.8

歳

49.5

うち学校給食員

うち用務員

うち清掃職員

　※「平均給料月額」とは、平成２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

  　 諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

 　　また、「平均給与月額（国ベース)」は国家公務員の平均給与月額には、時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当

  　 が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

  ※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。

  　 (平成２０～２２年の３ヶ年平均)

  　 ものではありません。

  ※ 年収ベースの「公務員Ｃ」及び「民間Ｄ」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員におい

  　 ては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

（２）職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）

172,200

円131,150 －

日高市 －

年収ベース（試算値）の比較

－

Ｃ／Ｄ

区　　　　分

公務員  Ｃ

円

178,800

－

日　高　市 埼　玉　県

1.513,715,300

円大 学 卒

区　　　分

円

円

4,767,600

5,608,900

国

1.43

円

円

146,700

円 140,100

円

円

－

円

円4,035,300

円

民　間  Ｄ

2,943,200

178,800

円 1.62

　※「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などすべての

  ※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致している

円

円

円－

－

144,500円

技能労務職
中 学 卒

高 校 卒

149,800高 校 卒
一般行政職

5,766,900



（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）

  ※ １ 日高市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

  　 ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

４　一般行政職の級別職員数等の状況

４級

％

主　査

78

円円

経験年数２０年

331,000

２級

課　長

円

円

8.4

－

６級 ７級

－

部　長

％ 2.9

1

５級

44

円－

主　幹

－

％

8

－

275

計

人

円

円円 307,800

16.0

人

％

人

％28.4

23 人

100.00.4 40.4

円

－ 円

－

10 111人

３級

％ ％

人 人

主　任

222,000高 校 卒

大 学 卒

中 学 卒

258,200

高 校 卒

一般行政職
円 260,000

技能労務職

区　分 １級

標準的な職務

3.6

主　事

人

主事補

職員数

構成比 ％

円

経験年数１０年 経験年数１５年

300,100

区　　　分

28.4% 28.0%

28.4%

16.0% 16.0%
9.9%

8.4% 8.2% 7.6%

2.9% 2.8% 3.0%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%
７級

６級

５級

４級

８級７級

７級６級

６級

５級

５級

４級

４級

３級
３級

  ※ 平成１８年４月から８級制を７級制としました。（旧給料表の４級及び５級を統合）

（２）昇給への勤務成績の反映状況

昇給区分としています。

平成２１年１月の昇給より特定職員（課長級以上）について、業績評価、能力評価を行い評定結果に応じた

0.4% 0.7% 0.7%3.6% 5.3%

20.5%

40.4%
39.0%

30.0%
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9.9%

8.4% 8.2% 7.6%

2.9% 2.8% 3.0%
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７級
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５級

４級

３級

２級 １級

８級７級

７級６級

６級

５級

５級

４級

４級

３級
３級

２級

２級

１級 １級



（１）期末手当・勤勉手当（平成２２年度）

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額

・役職加算　　　５～２０％ ・役職加算　　　５～２０％ ・役職加算　　　５～２０％

・管理職加算　１５～２５％ ・管理職加算　１０～２５％

  ※ （　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】 勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（２）退職手当（平成２３年４月１日現在）

（支給率） 　勧奨・定年 （支給率）

勤続２０年 月分 勤続２０年

勤続２５年 月分 勤続２５年

勤続３５年 月分 勤続３５年

最高限度額 月分 最高限度額

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置 （２％～２０％加算） 定年前早期退職特例措置 （２％～２０％加算）

1人当たり平均支給額

  ※ １ 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した企業職を除く全職種に係る職員に支給された平均額です。

２ 日高市は埼玉県市町村総合事務組合に加入しており 退職手当の支給率は同組合の条例に基づくものです

月分1.35

（0.65）月分

月分2.60

日　高　市

月分59.28月分

(支給割合） (支給割合）

30.55

2.60

（加算措置の状況）

勤務評定を年２回（５月１日及び１１月１日）実施し、Ａ～Ｅの５段階評価で勤務実績を反映しています。

　自己都合

41.34

５　職員の手当の状況

月分

国

－

月分1.35

(支給割合）

勤勉手当期末手当

月分

国

職制上の段階、職務の級等による加算措置

月分

（加算措置の状況）

（1.45） 月分（0.65）

月分

月分

　勧奨・定年

月分30.55

59.28月分

59.28

23.50 月分

33.50 月分

47.50

41.34

2.60 月分

期末手当 勤勉手当

月分1.35

（1.45）

10,176

月分

33.50

47.50

月分 59.28

23.50

月分

月分 59.28

（0.65）

　自己都合

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

59.28

（1.45） 月分月分

日　　　高　　　市

千円26,264千円

1,432

埼　玉　県

勤勉手当期末手当

職制上の段階、職務の級等による加算措置

千円 千円1,689

  　 ２ 日高市は埼玉県市町村総合事務組合に加入しており、退職手当の支給率は同組合の条例に基づくものです。

（３）地域手当（平成２３年４月１日現在）

（４）特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

支 給 を 受 け る 者 の 範 囲

千円

円

2,082

％

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算）

税務事務手当

12

手 当 の 名 称

防疫作業手当

14,354

手当の種類（手当数）

支給実績（平成２２年度決算）

3

千円45,797

円126,162

全地域

土木業務手当

行旅死亡人、変死人の取扱い又は収容業務に従事した職員

行旅病人の取扱い又は収容業務に従事した職員

感染症防疫作業又は家畜伝染病防疫作業に従事した職員

月額

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２２年度）

市税（国民健康保険税を含む。）の賦課及び徴収のため、１日について４時
間以上現場で直接その事務に従事した職員

土地の測量・工事の監督又は工事検査のために１日について４時間以上現場
で直接その業務に従事した職員

社会福祉業務手当

社会福祉の現業に従事した職員

円

人体に有害な薬品を使用して防除作業に従事した職員

１件

日額

39.3

１件

日額

左記職員に対する支給単価

5,000

300

日額

3,000

300

1,000

300

円

円

円

円

円

％

支給率 支給対象職員数

3 人

国の制度（支給率）

363

支給対象地域

支給実績（平成２２年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算）

％



（５）時間外勤務手当

（６）その他の手当（平成２３年４月１日現在）

扶養手当 ①配偶者 円 同　じ

②配偶者以外 円

  配偶者がない場合

円

③満１６歳年度初めから満２２歳年度

千円

6,500

185

国の制
度との
異同

13,000

保健指導業務手当

手 当 名

50,473

清掃業務手当
日額

保育業務手当

災害出務手当

汚水に直接触れてする作業その他の著しく不快な業務に従事した職員

公共用地等交渉業務手当

排水設備竣工検査に従事した職員

保育所において保育の業務に従事した保育士職員

用地買収又は換地精算の交渉業務に従事した職員

公害調査業務手当

動物の死体処理業務に従事した職員

11,000　そのうち１人について
48,503

　内 容 及 び 支 給 単 価

職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算）

技術手当

職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算）

支給実績（平成２２年度決算）

清掃作業業務に従事した職員 300

月額

日額

日額

１件

300

300

2,500

500

100

2,500

200

（平成２２年度決算）

246,206

（平成２２年度決算）

千円 円

円

支給職員１人当た
り平均支給年額

500

１件

450

円

円

支給実績

１件

円

円

月額

千円

2,500

円

保健師の業務に従事した職員

円

円

円

円

円

精神保健福祉業務に従事した職員

浄化センターにおいて、下水処理業務に従事した職員

千円

国の制度と
異なる内容

日額

栄養士の業務に従事した職員

廃棄物処理施設技術管理者、電気主任技術者、電子計算技術者、ボイラー運
転技士、衛生管理者でその業務に従事した職員

206 千円

支給実績（平成２１年度決算） 48,604

下水処理業務手当

公害調査業務に従事した職員 日額

災害が発生又は発生のおそれがある場合においてその職務に従事した職員

月額

③満１６歳年度初めから満２２歳年度

　末までの間にある子 円を加算

住居手当 ①借家等居住者 家賃額に応じて支給 異なる 【国】

円を限度

②持家居住者

H23年度は1,500円を支給

通勤手当 ①交通機関（電車等）利用者 運賃等相当額 同　じ

②交通用具（自家用自動車等）利用者

距離に応じた定額 円～ 円

管理職手当 部長級 円 異なる

課長級 円

主幹級 円

休日勤務手当 祝日及び年末年始の休日等に勤務した場合 同　じ

夜間勤務手当 同　じ

宿日直手当 ①一般 円 ②年末年始 円 異なる 【国】

制度は廃止(経過措置あり)

24,5002,000

4,200

支給区分・支給

額が異なる

正規の勤務時間として午後１０時から翌日の午
前５時までの間に勤務する職員に対し、勤務１
時間につき、勤務１時間当たりの給与額の100
分の25を支給

35,700

49,900

（参事　57,500円）　　66,400

(経過措置なし)

27,000

5,000

持家廃止

45,588

48,357

20,048

13,975

96,851

512,225

年末年始4,200円

－

1,126
12,600

27

－

13,261

6,432



円 円：△1０％ ）

円 円：△７％ ）

円

円

円

（平成２２年度支給割合） 月分

月分

月分

（平成２２年度支給割合） 月分

月分

月分

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

858,000×在職月数×0.35×115/100 任期ごと

728,000×在職月数×0.21×115/100 任期ごと

  ※ １ 市長等の給料月額を平成２３年４月から２４年３月までの間減額しています。

  　 ２ （  ）内は、減額後の給料月額と減額率です。

  　 ３ 退職手当の１期の手当額は４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期(４年＝４８月)勤めた場合

  　 　 における退職手当の見込額です。

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 (各年４月１日現在)

議　会 事務の増加による増員

総　務 事務の統合による減員

税　務 事務の増加による増員

労 働

議　長
期末手当

議　員

市　長

副市長

平成２２年 平成２３年

副市長

報　　酬

317,000

351,000副議長

議　員

議　長 420,000

区　　　　分

市　長

副市長

（

（ 677,040

772,200 円

６　特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）

給　　料 858,000

728,000

／

802,000

4.10

△ 3

1.925

2.125

1.925

　計　

６月期 

0

７　職員数の状況

1

　　　　　　　　　区　分
部　門

市　長

4.05

　計　

8,438,976

72

(人)
主な増減理由

395,000

273,000

円

／円

円

／ 円

円

359,000

500,000

　　職 員 数 （人）

16,576,560

１２月期 

620,000

560,000

円／

／ 円円

６月期 

退職手当

給　料　月　額　等

副議長

75

5

990,000

2.175

690,000

１２月期 

円

295,000

（参考）類似団体における最高／最低額

6

28

福
祉
関
係

　

1

1

対前年増減数

127

労　働

農　水 事務の統合による減員

商　工 事務の増加による増員

土　木 区画整理事業の進展に伴う事務の縮小による減員

小　計

民　生 事務の統合による減員

衛　生

小　計

事務の増加による増員

水　道

下水道

その他

小　計

[ ] [ ]

　※ １ 職員数は一般職に属する職員数であり、教育長を含みます。

  　 ２ ［　  ］内は、条例定数の合計です。

　普通会計部門計

△ 1

31

71

9

169

14

△ 3

0

△ 5

△ 6

40

0

2

1

408

0

409

0

△ 1

△ 5

△ 1

3

0

参考：人口１万人当たり職員数　66.29人

15

7

一
般
行
政
部
門

公営企業等会

計部門　　　

合　　計

342

45

11

379

270

101

15

9

11

40

14

382

66

174

31

普
通
会
計
部
門

計

70

276

102

50

8

係
を
除
く

福
祉 関

係

　
一
般
行
政

339

69

1

参考：人口１万人当たり職員数　47.23人
類似団体の人口１万人当たり職員数　57.74人

参考：人口１万人当たり職員数　59.29人
類似団体の人口１万人当たり職員数　78.49人

△ 3

0

教育部門



（２）年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在）

31

32

～

23歳未満

524844

～～ ～～

35

48歳

～～

59

56

～

5551

36

～

47歳

～

40歳 44歳

43歳

36歳

47

52歳
～

～

20
歳
未
満 23

24歳

28

～

～

24

32歳28歳

27歳 35歳

～

31歳

20歳

区　分

20歳

～

20

27

以上59歳

60歳

60
歳
以
上39

～

40

51歳

～

55歳

～

計

～

39歳

43

56歳

0

4

8

12

16

20

24

28

構成比

５年前の

構成比

%

　※ 職員数は一般職に属する職員数であり、教育長を含みます。　（６０歳以上の職員は教育長です。）

（３）職員数の推移

　※ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

△ 7

△ 6

△ 32411

76

46

70

44

399

67教　　育

公営企業等会計

総 合 計 %

)

)

△ 9.2 %

△ 13.0 %

平成23年
過去５年間の
増減数（率）

)△ 19270 ( △ 6.6 %285 285

66

平成22年平成19年 平成20年 平成21年

283

)△ 7.8

41

393 389

40

289一般行政

人

0

人

23歳未満

平成18年

47歳

86

43歳

45 4228

人
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人

43

276

40

1
職員数

人

382

69

40

379

40
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(

(

(
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人
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人人 人人人
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0
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16

20

24
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構成比

５年前の
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　水道事業

① 職員給与費の状況

決算

  ※ 職員手当には退職手当を含みません。 職員数は平成２２年４月１日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２３年４月１日現在）

  ※ １ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

  　 ２ 団体平均とは、政令指定都市以外の市町村における同種の職員についての平均です。

③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当（平成２２年度）

１人当たり平均支給額

円

535,892

87,452

Ｂ

87,452

362,100

504,698

    －

10,177

（参考）平成２１年度
の総費用に占める職員
給与費比率

6,247

千円千円千円

％

職員給与費

354,857

円

基本給 平均月収額

円

20,544

円

日　高　市

149,818

43.9

千円

％千円

    －

区　　分
純損益又は実質
収支

事業者
歳

日高市

総 費 用

８　公営企業職員の状況

Ａ

平　成
２２年度

千円 千円

Ｂ／Ａ

円

区　　分
給　　料Ａ

職員数

歳

平均年齢

56,731

45.6

歳

14

人

区　　分

団体平均

平　成
２２年度

職員給与費比率

総費用に占める

期末・勤勉手当

9.2

Ｂ計

給　　　　　与　　　　　費

職員手当

948,207 9.0

一人当たり給与費

Ｂ／Ａ

千円

１人当たり平均支給額

・役職加算　　　５～２０％

  ※ （　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ 退職手当（平成２３年４月１日現在）

（支給率） 　勧奨・定年

勤続２０年 月分

勤続２５年 月分

勤続３５年 月分

最高限度額 月分

その他の加算措置

定年前早期退職特例措置 （２％～２０％加算）

1人当たり平均支給額 - 千円千円

47.50

33.50 41.34

59.28

59.28 月分 59.28

-

月分

日　　　高　　　市

30.55

月分

月分

23.50

月分

（0.65）

1.35

　自己都合

月分

（加算措置の状況）

1,468

2.60

（1.45）

期末手当

月分

千円

(支給割合）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

勤勉手当

月分



ウ 地域手当（平成２３年４月１日現在）

エ 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

支 給 を 受 け る 者 の 範 囲

水道技術管理者手当

電気主任技術者手当

現場業務手当

緊急出勤手当

オ 時間外勤務手当（平成２３年４月１日現在）

カ その他の手当（平成２３年４月１日現在）

17,200

2,500

日額

手 当 の 名 称

支給率

円

千円支給実績（平成２２年度決算）

％

電気主任技術者として、浄水場等の自家用電気工作物の維持管理及び運用に関
する業務に従事する職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２２年度）

水道法施行令（昭和32年政令第336号）第５条に定める資格を有し、水道法
（昭和32年法律第177号）第19条第2項に定める業務に従事する職員

支給実績（平成２１年度決算）

左記職員に対する支給単価

水道施設の点検若しくは洗浄作業、流末の水質検査、測量、工事の監督若しく
は検査、洗管作業又は給水作業のために１日について４時間以上現場で直接そ
の業務に従事した職員

支給実績（平成２２年度決算） 3,379

月額

1,799

128,452

人

手当の種類（手当数） 4

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算）

155支給実績（平成２２年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算）

１件

千円

千円

％全地域 3

支給対象地域 一般行政職の制度（支給率）

3

支給対象職員数

％ 14

2,500 円月額

円

千円

64.29

307

円

円

300 円

500

職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算） 346 千円

一般行 支給職員１人当た

千円

正規の勤務時間以外の時間に、水道業務のため緊急に出勤した職員

3,463

扶養手当 ①配偶者 円 同　じ

②配偶者以外 円

  配偶者がない場合

円

③満１６歳年度初めから満２２歳年度

　末までの間にある子 円を加算

住居手当 ①借家等居住者 家賃額に応じて支給 同　じ

円を限度

②持家居住者

H23年度は1,500円を支給

通勤手当 ①交通機関（電車等）利用者 運賃等相当額 同　じ

②交通用具（自家用自動車等）利用者

距離に応じた定額 円～ 円

管理職手当 部長級 円 同　じ

課長級 円

主幹級 円

休日勤務手当 祝日及び年末年始の休日等に勤務した場合 同　じ

夜間勤務手当 同　じ

宿日直手当 ①一般 円 ②年末年始 円 同　じ －

126,133

260,000

551,200

－ －

1,654

－

1,560

41,400

千円

手 当 名 　内 容 及 び 支 給 単 価

5,000

11,000　そのうち１人について

12,600

27,000

35,700

4,200

2,000 24,500

制度は廃止(経過措置あり)

正規の勤務時間として午後１０時から翌日の午
前５時までの間に勤務する職員に対し、勤務１
時間につき、勤務１時間当たりの給与額の100
分の25を支給

－

13,000

－

1,136

49,900

円

6,500

一般行
政職の
制度と
の異同

一般行政職の制
度と異なる内容

支給実績
支給職員１人当た
り平均支給年額

（平成２２年度決算） （平成２２年度決算）

497

66,400


